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８ 章 地盤改良工
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8.3 スラリー撹拌工

8.4 中層混合処理工

8.5 高圧噴射撹拌工

8.6 薬液注入工
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８章 地盤改良工 

８．１ サンドドレーン工・サンドコンパクションパイル工・サンドマット工 

 

 １．適用 

粘土、シルト及び有機質土等の地盤を対象として行うサンドドレーン工、サンドコンパクシ

ョンパイル工、サンドマット工及びこれらの工種の併用工に適用する。 

 

 ２．数量算出項目 

サンドドレーン、サンドコンパクションパイル及びサンドドレーン・サンドコンパクション

パイル併用工の本数、サンドマットの体積、安定シート・ネットの面積を区分ごとに算出する

。 

 

 ３．区分 

区分は、杭径、打設長、規格とする。 

 

 （１）数量算出項目及び区分一覧表 

区 分 

項 目 
杭 径 打 設 長 規 格 単 位 数 量 備  考

サ ン ド ド レ ー ン ○ ○ ○ 本   

ｻ ﾝ ﾄ ﾞ ｺ ﾝ ﾊ ﾟ ｸ ｼ ｮ ﾝ ﾊ ﾟ ｲ ﾙ ○ ○ ○ 本   

ｻ ﾝ ﾄ ﾞ ﾄ ﾞ ﾚ ｰ ﾝ ･ ｻ ﾝ ﾄ ﾞ ｺ ﾝ 

ﾊ ﾟ ｸ ｼ ｮ ﾝ ﾊ ﾟ ｲ ﾙ 併用工 
○ ○ ○ 本   

サ ン ド マ ッ ト × × ○ ｍ３   

安 定 シ ー ト ・ ネ ッ ト × × ○ ㎡   

 

 （２）杭径区分 

サンドドレーン、サンドコンパクションパイルの本数を杭径ごとに区分して算出する。 

サンドドレーン、サンドコンパクションパイル併用工については、工種毎に区分して１本当

り内訳にて算出する。 

 

 （３）打設長区分 

サンドドレーン、サンドコンパクションパイルの本数を打設長ごとに区分して算出する。 

サンドドレーン・サンドコンパクションパイル併用工の場合は、工種毎の打設長で判断せず、

造成する砂杭１本当りの打設長で区分する。 

サンドマットがある場合、サンドマットの厚みを含む打設長とする。 

 

 （４）サンドドレーン・サンドコンパクションパイル併用工については、（１）数量算出項目及び

区分一覧表で算出した以外に各々サンドドレーン部分、サンドコンパクションパイル部分に分

けて算出する。 
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ｻﾝﾄﾞﾄﾞﾚｰﾝ･ｻﾝﾄﾞｺﾝﾊﾟｸｼｮﾝﾊﾟｲﾙ併用工１本当り内訳 

項 目 

 

区 分 

ｻ ﾝ ﾄ ﾞ ﾄ ﾞ ﾚ ｰ ﾝ 部 分 ｻﾝﾄﾞｺﾝﾊﾟｸｼｮﾝﾊﾟｲﾙ部分 

単 位 数 量 単 位 数 量 

規 格 － － － － 

杭 径 ｍ  ｍ  

打 設 長 ｍ  ｍ  

 

（５）サンドマットの対象体積、安定シート・ネットの対象面積 

サンドマット用砂量の設計体積は次式による。 

Ｖｍ＝Ａ×Ｌ 

Ｖｍ：サンドマット用砂の設計体積（ｍ３） 

Ａ ：設計断面積（ｍ２） 

Ｌ ：設計延長（ｍ） 

安定シート・ネットの設計面積は次式による。 

Ａｍ＝Ｗ×Ｌ 

Ａｍ：設計面積（ｍ２） 

Ｗ ：設計幅員（ｍ） 

Ｌ ：設計延長（ｍ） 

 
 

４．参考図（施工図） 
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図－２ サンドドレーン・サンドコンパクシ

ョンパイル併用工 

設計断面積Ａ 

Ｈｍ

安定シート・ネット 



1-8-4 

８．２ 粉体噴射撹拌工（ＤＪＭ工法） 

 

 １．適用 

粘性土、砂質土、シルト及び有機質土等の軟弱地盤を対象として行う粉体噴射撹拌工（改良

材がセメント系及び石灰系の場合）に適用する。 

 

 ２．数量算出項目 

 杭施工本数、移設回数、軸間変更回数を区分ごとに算出する。 

 

 ３．区分 

 区分は、現場制約の有無、施工方法、打設長、杭長、規格、改良材使用量とする。 

 

 （１）数量算出項目及び区分一覧表 

区 分 

項 目 

現場制約

の有無 

施工

方法
打設長 杭 長 規 格

改良材

使用量
単 位 数 量 備 考

粉体噴射撹拌 ○ － ○ ○ ○ ○ 本   

粉体噴射撹拌 

（移設） 
－ ○ － － － － 回   

粉体噴射撹拌 

（軸間変更） 
－ － － － － － 回   

注）１．２軸施工の１日当り杭施工本数は、１軸当り１本として計上する。 

２．バックホウによる先掘が必要な場合は、別途算出する。 

 

 （２）施工方法区分 

施工方法による区分は、以下のとおりとする。 

①単軸施工 

②２軸施工 
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 （３）現場制約の有無、打設長、杭長区分 

杭施工本数を、打設長（空打部長さ＋杭長）及び杭長ごとに区分して算出する。 

施工本数は、杭間の移動、位置決め、貫入、引抜き（改良材噴射）までの一連の作業のもの

である。 

 
現場制約の有無 打設長 杭長 

有り 

3m 超え 6m 未満 

2m 未満 
2m 以上 3m 未満 
3m 以上 4m 未満 
4m 以上 5m 未満 
5m 以上 6m 未満 

6m 以上 10m 未満 

4m 以上 5m 未満 
5m 以上 6m 未満 
6m 以上 7m 未満 
7m 以上 8m 未満 
8m 以上 9m 未満 
9m 以上 10m 未満 

10m 以上 14m 未満 

8m 以上 9m 未満 
9m 以上 10m 未満 
10m 以上 12m 未満 
12m 以上 14m 未満 

14m 以上 17m 未満 
12m 以上 14m 未満 
14m 以上 15m 未満 
15m 以上 17m 未満 

17m 以上 20m 以下 
15m 以上 17m 未満 
17m 以上 20m 以下 

 

 

現場制約の有無 打設長 杭長 

無し 

3m 超え 6m 未満 

2m 未満 
2m 以上 3m 未満 
3m 以上 4m 未満 
4m 以上 5m 未満 
5m 以上 6m 未満 

6m 以上 10m 未満 

4m 以上 5m 未満 
5m 以上 6m 未満 
6m 以上 7m 未満 
7m 以上 8m 未満 
8m 以上 9m 未満 
9m 以上 10m 未満 

10m 以上 15m 未満 

8m 以上 9m 未満 
9m 以上 10m 未満 
10m 以上 12m 未満 
12m 以上 14m 未満 
14m 以上 15m 未満 

15m 以上 20m 未満 

12m 以上 14m 未満 
14m 以上 15m 未満 
15m 以上 17m 未満 
17m 以上 20m 以下 

20m 以上 27m 未満 
17m 以上 20m 以下 
20m 超え 23m 未満 
23m 以上 27m 未満 

27m 以上 33m 以下 
23m 以上 27m 未満 
27m 以上 32m 未満 
32m 以上 33m 以下 

 

 

 （４）規格区分 

粉体噴射撹拌工の改良材の種類とする。 
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 （５）改良材使用量区分 

１）改良材使用量を杭施工本数ごとに区分して算出する。また、杭長１ｍ当り改良材使用量に

ついても算出する。 

改良材は、セメント系、石灰系を標準とし、現場条件により決定する。なお、改良材のロ

ス（損失＋杭頭・着底部処理を含む）を含んでいるので、改良材使用量は、実数量（ロスに

よる割増をしない数量）とする。 

 

２）改良材の杭一本当り使用量は、次式により算出する。 

 

Ｖ=ｖ×Ｌ1 

Ｖ ：杭一本当り改良材使用量（ｔ／本） 

ｖ ：杭長１ｍ当り改良材使用量（ｔ／ｍ） 

Ｌ1：杭長          （ｍ） 

 

 

 ４．参考図（施工図） 

（施工図） 
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８．３ スラリー撹拌工

１．適用

粘性土、砂質土、シルト及び有機質土等の軟弱地盤を対象として行うセメント及び石灰

によるスラリー撹拌工に適用する。

２．数量算出項目

杭施工本数を区分ごとに算出する。

３．区分

区分は、施工方法、杭径、打設長、杭長、規格、改良材使用量とする。

（１）数量算出項目及び区分一覧表

区 分 施工 杭 打 杭 規 改良 単 数 備

設 材使

項 目 方法 径 長 長 格 用量 位 量 考

杭 施 工 本 数 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 本

注）１）二軸施工の１本当り改良断面図は下図を標準とする。

1000mm

1800mm

２）バックホウによる先掘が必要な場合は別途算出する。

（２）施工方法、杭径区分

１）施工方法、杭径区分は以下の通りとする。

①単軸施工 杭径φ ８００㎜～φ１２００㎜、 ３ｍ＜Ｌ≦１０ｍ

杭径φ１０００㎜～φ１６００㎜、１０ｍ＜Ｌ≦３０ｍ

杭径φ２０００㎜、３ｍ＜Ｌ≦１０ｍ

②二軸施工 杭径φ１０００㎜、３ｍ＜Ｌ≦４０ｍ

２）工法名についても明記する。

（３）打設長、杭長区分

杭施工本数を、打設長及び杭長ごとに区分して算出する。

（４）規格区分

スラリー撹拌工の改良材の種類とする。
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（５）改良材使用量区分

１）改良材使用量を杭施工本数ごとに区分して算出する。また、杭長１ｍ当り改良材使用量に

ついても算出する。

２）改良材の杭一本当り使用量は次式により算出する。

Ｖ=ｖ×Ｌ1×（１＋Ｋ）

Ｖ ：杭一本当り改良材使用量（ｔ／本）

ｖ ：杭長１ｍ当り改良材使用量（ｔ／ｍ）

Ｌ1：杭長 （ｍ）

Ｋ ：ロス率

４．参考図（施工図）

空打部長さ

（Ｌ２）

打

設 杭

長 長（ （

Ｌ Ｌ１） ）
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８．４ 中層混合処理工

１．適用

粘性土、砂質土、シルト及び有機質土等の軟弱地盤を対象として行う中層混合処理工

に適用する。

施工方式は、スラリー噴射方式の機械撹拌混合とし、改良方式は全面改良とする。

２．数量算出項目

施工数量を区分ごとに算出する。

３．区分

区分は、改良深度、施工規模、規格、改良材使用量とする。

（１）数量算出項目及び区分一覧表

区 分 改良 施工 規 改良 単 数 備

材使

項 目 深度 規模 格 用量 位 量 考

施 工 数 量 ○ ○ ○ ○ ｍ3

（２）改良深度区分

施工数量を、改良深度ごとに区分して算出する。

改良深度は以下の通りとする。

①２ｍ＜L≦５ｍ

②５ｍ＜L≦８ｍ

③８ｍ＜L≦10ｍ

④10ｍ＜L≦13ｍ

L:改良深度（ｍ）

（３）施工規格区分

施工規模の区分は以下の通りとする。

①１工事当りの施工規模 1,000ｍ3未満

②１工事当りの施工規模 1,000ｍ3以上

（４）規格区分

中層混合処理工の改良材の種類とする。

（５）改良材使用量区分

１）改良材使用量を施工数量ごとに区分して算出する。また、施工１ｍ3当り改良材使用量に

ついても算出する。

２）改良材の使用量は次式により算出する。

Ｖ＝ｖ×（１＋Ｋ）／１０００

Ｖ ：１ｍ3当りの改良材使用量（ｔ／ｍ3）

ｖ ：１ｍ3当りの改良材添付量（kg／ｍ3）

Ｋ ：ロス率（＋０．０６）
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８．５ 高圧噴射撹拌工

１．適用

粘性土及び砂質土等の地盤を対象として行う高圧噴射撹拌工のうち単管工法、二重管

工法、三重管工法に適用する。

２．数量算出項目

打設本数を区分ごとに算出する。

３．区分

区分は、杭径、削孔長、規格、土質とする。

（１）数量算出項目及び区分一覧表

区 分
杭径 削孔長 規 格 土 質 単 位 数 量 備 考

項 目

打 設 本 数 ○ ○ ○ ○ 本

注 入 設 備 の 移 設 × × × × 回 注）2

注）1. 足場が必要な場合は、「第１編（共通編）１１章１１.４足場工」により算出する。

2. 注入設備の移設は、注入設備を中心に５０ｍを超える場合、または同一現場内に施工

箇所が２箇所以上あり、注入設備を移設しなければならない場合に、移設必要回数を算

出する。

（２）杭径区分

①単管工法 700mm以上800mm以下

800mmを超え、1,100mm以下

上記以外（実杭径毎）

②二重管工法 1,000mm

1,200mm

1,400mm

1,600mm

1,800mm

2,000mm

上記以外（実杭径毎）

③三重管工法 1,800mm

2,000mm

上記以外（実杭径毎）

（３）削孔長区分

打設本数を注入長及び土被り長ごとに区分して算出する。

（４）規格区分

高圧噴射撹拌工の注入材の種類とする。



1-8-11

（５）土質区分

１）工法ごとに下記の区分ごとに算出する。

①単管工法 砂質土（Ｎ値≦１３）

粘性土（Ｎ値＜１）

粘性土（１≦Ｎ値≦４）

②二重管工法 レキ質土

砂質土（Ｎ値≦３０）

砂質土（Ｎ値＞３０）

粘性土

③三重管工法 レキ質土（Ｎ値≦５０）

レキ質土（Ｎ値＞５０）

砂質土（Ｎ値≦５０）

砂質土（Ｎ値＞５０）

粘性土

２）工法名についても明記する。

４．参考図（施工図）

び ２

及 ç
長 長

注入管 入 り
注 被 ０

未 土 ç
長

孔

１ 削

注入範囲 ç
長

注入量（Ｑ） 入
注
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８．６ 薬液注入工

１．適用

粘土、シルト及び砂質土等の地盤に薬液を注入する薬液注入工法に適用する。

２．数量算出項目

薬液注入工の施工本数を区分ごとに算出する。

３．区分

区分は、削孔長、土質、規格とする。

（１）数量算出項目及び区分一覧表

区 分
削孔長 土質 規 格 単位 数 量 備 考

項 目

施 工 本 数 ○ ○ ○ 本

注 入 設 備 の 移 設 × × × 回 注）2

注）1. 足場が必要な場合は、「第１編（共通編）１１章１１.４足場工」により算出する。

2. 注入設備の移設は、注入設備を中心に５０ｍを超える場合、または同一現場内に施工

箇所が２箇所以上あり、注入設備を移設しなければならない場合に、移設必要回数を算

出する。

（２）削孔長区分

薬液注入工の施工本数を土被り長及び注入長ごとに区分して算出する。

（３）土質区分

土質による区分は、以下の通りとする。

二重管ストレーナー レキ質土

砂質土

粘性土

二重管ダブルパッカー レキ質土

砂質土

粘性土

（４）規格

薬液注入工に使用する薬液の種類とし、１本当りの注入量も算出する。

二重管ストレーナ工法に必要な注入材料は次式による。

Ｑｓ＝Ｖ×λ×1000

Ｑｓ：二重管ストレーナ工法の１本当り注入量（ç）

Ｖ ：二重管ストレーナ工法の１本当り対象注入土量（ｍ３）

λ ：注入率

注）注入率は現場の土質状況により設定するものとする。
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二重管ダブルパッカー工法における注入材料使用量は次式による。

１）グラウト注入材料

ＱＧ＝γ５×Ｌ

ＱＧ：グラウト注入の１本当り注入量（ç）

γ５：グラウト注入の単位使用量＝12（ç／ｍ)

Ｌ ：削孔長（ｍ）

２）一次注入材料

ＱＰ１＝Ｖ×λ×1000

ＱＰ１：二重管ダブルパッカー工法の一次注入の１本当り注入量（ç）

Ｖ ：二重管ダブルパッカー工法の一次注入の１本当り注入対象土量（ｍ３）

λ ：注入率

注）注入率は現場の土質状況により設定するものとする。

３）二次注入材料

ＱＰ２＝Ｖ×λ×1000

ＱＰ２：二重管ダブルパッカー工法の二次注入の１本当り注入量（ç）

Ｖ ：二重管ダブルパッカー工法の二次注入の１本当り注入対象土量（ｍ３）

λ ：注入率

注）注入率は現場の土質状況により設定するものとする。

●「薬液注入工」の１本あたりの対象土量の算出方法は、全体計画対象土量を計画施工本数で按分

すること。

【数量算出イメージ】
　

4m
対象土量V＝４ｍ×４ｍ×３ｍ＝４８ｍ3

4m 削孔本数ｎ＝１６本

3m １本当り対象土量：４８ｍ3÷１６本＝３ｍ3/本
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４．参考図（施工図）

施工図 （二重管ストレーナ工法）
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施工図 （二重管ダブルパッカー工法）
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